
様式３別紙 

附属機関等の委員の公募について（案） 
附属機関等の

名称 
中央区自治協議会 

所掌事務 

（１）区の地域課題のうち、市長やその他の市の機関によって諮問されたもの及び区

自治協議会が必要と認めるものを審議し、意見を述べること。 

（２）地域における重要な計画など、条例で定める区自治協議会の意見を聴かなけれ

ばならない事項を審議し、意見を述べること。 

（３）区民等と市との協働の要として、区民等の参画を通じて多様な意見を調整し、

その取りまとめを行うとともに、地域課題の解決及び情報の共有に努めること。 

委員任期 ２年（令和３年４月１日～令和５年３月３１日） 

会議の開催 

予定等 

・定例で行う会議を月１回程度開催予定のほか、区自治協議会に設置される部会を必

要に応じて開催予定（いずれも中央区内） 

・委員報酬として上記会議及び部会出席１回につき 3,000 円を支給（同一日に複数会

議に出席した場合は１回分のみ支給） 

募集人数 

委員総数 

２人 ※委員総数は３８人 

審査結果によって選定者数が募集人数を下回ることがあります。 

応募資格 

・基準日 

令和３年４月１日（委嘱予定日）時点で、次の全ての要件を満たしている方 

（１）本市中央区内に住所を有する１８歳以上の方 

（２）本市が設置する他の附属機関等の委員ではない方 

（３）本市の職員及び市議会議員ではない方 

（４）中央区自治協議会の公募委員として、過去に２期活動されたことのない方 

応募方法 

・期間 

【共通事項】 

・記入項目、提出物に不備がある場合や要件を満たさない場合は、無効とします。 

・提出された書類等の返却や写しの交付等は行いません。 

１ 応募申請書（所定の様式） 

２ レポート（用紙サイズＡ４、片面３枚以内。用紙の使い方は自由） 

  ・テーマ「●●●●●●●●●●●●●●●」 

   ※テーマに沿って自分の考えを自由に表現（写真や図表も可） 

３ 提出方法 

上記「１応募申請書」、「２レポート」を中央区役所地域課に電子メール、郵送、

ファックス又は直接持参により、令和３年１月２８日（木曜）午後５時（必着）ま

でにご応募ください。到着確認後、３日以内（閉庁日を除く。）に受理の連絡をいた

しますので、連絡がない場合は必ずお問い合わせください。 

※応募に際して取得した個人情報は、選考及び任命権者（人事課等）が行う事務以外

には使用しません。 

選考方法 
中央区自治協議会委員１０人で構成する「委員推薦会議」において、提出いただいた

レポートを審査することにより選考します。 

個人情報の 

開示について 

選考に漏れた方は、審査結果について、新潟市個人情報保護条例第 16 条第 3項の規定

に基づき、口頭で開示を請求することができます。開示を希望する場合には、応募者

本人がマイナンバーカード、運転免許証、旅券、健康保険被保険者証等のいずれかを

持参のうえ問い合わせ先までお越しください。開示内容は「応募者本人の得点のみ」

となります。 

問い合わせ先 

〒９５１－８５５３ 新潟市中央区西堀通６番町８６６番地 ＮＥＸＴ２１ ５階

新潟市中央区役所 地域課 企画グループ 

TEL：０２５－２２３－７０２３（直通）  FAX：０２５－２２３－３６６０ 

E-mail：chiiki.c@city.niigata.lg.jp 
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中央区自治協議会の委員の公募に関する要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は，新潟市区自治協議会条例（平成 19 年新潟市条例第 74 号）に基づ

き中央区に設置する，中央区自治協議会の委員の公募について，必要な事項を定める。 

（公募委員人数） 

第２条 中央区自治協議会に公募委員を１名以上置く。 

２ 応募者がいない場合又は選考の結果適任者がいなかった場合は，公募委員は，欠員

とすることができる。 

（応募資格） 

第３条 公募により委員に応募できる者は，委員委嘱予定日において，次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

（１） 行政区内に住所を有する 18 歳以上の者 

（２） 本市が設置する他の附属機関等の委員ではない者 

（３） 本市の職員及び市議会議員ではない者 

（４） 中央区自治協議会の公募委員として，過去に 2 期活動したことのない者 

（応募方法） 

第４条 応募者は，住所，氏名，電話番号，生年月日及び性別を記載したもの申請書に

作文及び活動歴指定の書類を添えて，郵送，ファックス，電子メール等により応募す

るものとする。 

（推薦会議） 

第５条 公募委員の選考は，新潟市区自治協議会条例施行規則（平成 19 年新潟市規則第

20 号）第 3 条第 1 項の規定により設置する，中央区自治協議会委員推薦会議（以下「推

薦会議」という。）が行う。 

（選考方法） 

第６条 公募委員の選考は，推薦会議において作文及び活動歴を指定の書類を審査し，構

成員の合議により行うこととし，必要に応じて，面接その他適当と認める方法による

審査等をあわせて行うことができるものとする。 

附 則 

この要領は，平成２１年１月１６日から施行する。 

この要領は，平成２２年１２月１７日から施行する。 

この要領は，平成２３年６月１６日から施行する。 

この要領は，平成２４年１２月１７日から施行する。 

この要領は，平成２６年１２月１９日から施行する。 

この要領は，平成２８年１２月１６日から施行する。 
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この要領は，平成３０年１１月３０日から施行する。 

この要領は，平成３１年４月１日から施行する。 

この要領は，令和２年１２月１８日から施行する。


